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新型コロナウイルス感染症に関する要望について 

 

全国の感染者数は減少傾向にあるが、未だ感染者数の増加について予

断を許さない状況である中、今後は、第二波、第三波の感染拡大防止及

び感染予防の徹底と、経済社会活動の両立を図っていかなければならな

い。 

 次の感染の波に備え、万全の水際対策及び感染経路の把握が必須であ

り、この取組を推進していくためには、羽田、成田の国際空港、東京、横

浜、川崎、千葉などの国際港湾を擁する１都３県と国が共同して取り組

む必要がある。 

 そのため、以下の事項について、要望する。 

   

記 

 

１ 水際対策のさらなる徹底・強化 

今後発生が予想される次の感染の波に備え、検疫所等におけるＰＣ

Ｒ検査の実施など検疫・検査体制を、引き続き強化するとともに、検疫

場所の確保なども含め必要となる施設整備の拡充を図ること。 

また、業種別の新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインの遵

守について、航空・港湾など関係する企業・業界団体を指導・監督する



こと。 

 

２ 入国者・帰国者の検査及び健康監視時の連絡の徹底 

国は、入国者・帰国者について、滞在した国や地域に関わらず、入国

者・帰国者の主たる居所・住所に応じた一時滞在場所を確保し、ＰＣＲ

検査の結果が判明するまでの間、確実に滞在させること。陽性と判明し

た場合には、入院もしくは国が用意した宿泊施設での療養を徹底させ

ること。陰性と判明し、検疫法第１８条に基づき入国から１４日間の健

康監視を行う際には、検疫所長は、居所の所在地を管轄する都道府県知

事等に通知することを徹底されたい。 

 

３ 入国者の行動追跡の実施 

今後、入国者の制限を緩和する際には、感染予防を徹底する観点から、

国として接触追跡システムの構築を早急に図り、入国者の行動歴等を

国の責任において確実に把握できるようにすること。また、入国者から

患者が発生した場合には、患者の所在地を管轄する都道府県等が積極

的疫学調査を実施するに当たり、迅速に情報把握を進められるよう、当

該システムにより把握した情報を都道府県等に対し、速やかに提供す

ること。 

 

 


